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早期英語教育が中等学校英語教育に及ぼす影響についての調査研究
（小学校外国語活動及び中学校１年生英語学習モデルの構築と検証）

松　宮　新　吾

要　旨
　本調査研究では、学習指導要領の改訂に伴い、2011年４月から全国の小学校５、６年で一斉に
実施されている小学校外国語活動に関わる児童生徒の英語学習実態調査及び意識調査の分析結果
に基づき、共分散構造分析による小学校外国語活動学習モデル及び中学校１年生英語学習モデル
の構築を試みた。
　その結果、英語学習を構成する要因として、第一次調査と第二次調査で解釈・特定することが
できた５因子解を構成概念とする適合度の高い英語学習モデル（仮説構成体）を構築することが
できた。このモデルを用いることにより、児童生徒の自己有能感をはじめとする能力要因に、コ
ミュニケーション・スキル要因、情意要因、認知学習要因、態度要因の各要因がどのような因果
関係や共変動の関係を有しているのかを明確に記述することができた。また、第一次調査と第二
次調査の分析結果に基づく英語学習モデルの比較分析を行い、日本型早期英語教育の抱える課題
と展望をまとめた。

キーワード：�小学校外国語活動（日本型早期英語教育）、共分散構造分析、英語学習モデル、 
構成概念、因果関係

１．はじめに

　本調査研究は、学習指導要領の改訂に伴い、2011年４月から全国の小学校５、６年生で一斉

に実施されている小学校外国語活動（日本型早期英語教育、以下、「小学校英語」）について、

大阪府下の児童生徒を対象に実施した英語学習実態・意識調査の分析結果を、小学校英語に関

わる英語学習モデルとして報告するものである。

　そのために、本稿では、筆者が運営委員として関わっている大阪府教育委員会の「使える英

語プロジェクト事業」（以下、「プロジェクト」）において、2011年７月に実施した第一次調査

の分析結果（松宮2012）をベースに、同プロジェクトが2012年２月に実施した第二次調査との

比較分析を行うことにより、大阪府における小学校英語初年次段階での実施状況や課題につい

て考察を加える。
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２．第一次調査の結果概要

　第一次調査では、プロジェクトにより指定された大阪府内の33市町村の50の中学校区を対象

に、小学校５年生6,891名、６年生7,102名、及び、中学校１年生6,884名、合計20,877名を対象

に質問紙調査を実施した。

　収集したデータは、探索的因子分析により複数のデータを整理・圧縮した。その結果、小学

校５、６年生では、「Ⅰ：コミュニケーション志向因子」、「Ⅱ：外国・英語好意性因子」、「Ⅲ：

理解・表現有能因子」、「Ⅳ：理解明確化因子」、「Ⅴ：インターアクション形成因子」の解釈可

能な５因子解を抽出することができた。

　特に、第一次調査での因子分析の結果・考察から、全調査対象学年で抽出することができ、

英語学習成績と最も強い関係を示す因子解（「理解・表現有能因子」）と他の因子解との交互作

用や直接・間接効果等の因果関係を解明することが第二次調査で求められるとしている。さら

に、下位尺度得点が他と比較し有意に低くなっている因子解（「理解明確化因子」）が、他の学

習因子に対しどのような影響を及ぼしているのかについての分析・考察も併せて行うこととし

ている。

３．研究の目的

　本調査研究では、第一次調査の考察・結果と第二次調査の分析結果に基づき、小学校英語に

おける英語学習因子間の因果関係や因子構造を特定し、小学校英語の英語学習モデルを探求・

解明することがその主たる目的である。そのために、抽出することができた因子解による小学

校英語学習モデルを仮定し、そのモデルの適合度を検証するとともに、必要に応じ修正モデル

を作成し、大阪府下の小学校英語における英語学習モデルを提示する。

　これにより、小学校英語初年次の実態と課題を取りまとめ、今後のあるべき小学校英語の方

向性を追究する。

４．研究の方法と流れ

　本調査研究の主目的は、小学校英語に関わる英語学習モデルを構築することである。そのた

めに、探索的因子分析により、英語学習という複雑系に関わっている要因を特定する。次に、

回帰分析によりそれぞれの要因が英語学習とどのような相互関係や因果関係を有しているのか

を探る。これに基づき、英語学習モデルＡ（仮説）を作成し、共分散構造分析により、仮説モ

デルＡの修正モデルである英語学習モデルＢ（修正仮説）を提案する。
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（1）　第一次調査結果分析に基づく英語学習モデルＡ（仮説）の作成と検証

　�　第一次調査の因子分析により抽出した因子解を用いた学習モデルを仮定し、モデルの妥当

性を重回帰分析とパス解析により検証する。

（2）　第二次調査に基づくデータ分析と考察

　�　第二次調査で実施した質問紙調査のデータに基づき、探索的因子分析を行い、第二次調査

による因子解と第一次調査の結果とを比較分析し、因子構造の相違を分析する。

（3）　第二次調査分析結果に基づく英語学習モデルＢ（仮説）の作成と検証

　�　第二次調査の因子分析により特定することができた因子解を、英語学習モデルＡに当ては

め、モデルの妥当性や適合度を検証し、英語学習モデルＢ（修正仮説）を作成する。

（4）　英語学習モデルの比較分析による初年次小学校英語の実施状況と課題の明示

　�　第一次調査と第二次調査の分析結果に基づき仮定した英語学習モデルから、小学校英語の

汎用型英語学習モデルを提案する。また、中学１年生英語学習モデルとの対比により、小中

一貫英語教育の推進に関わる基礎データを得る。

５．第一次調査の結果に基づく英語学習モデルＡ

　第一次調査で特定することができた５因子解を構成概念とする英語学習モデル（仮説構成体）

を提案する。そのために、表１に示すとおり、松宮（2010, 2011a, 2011b）の因子分析モデルに

準じ、各因子を構成する質問項目内容を参考に、各因子を、英語学習を構成する要因として、

それぞれスキル要因、情意要因、英語能力要因、認知学習要因、態度要因として解釈すること

とした。

　中学生と高校生を対象とした英語学習実態調査（拙論2010, 2011a, 2011b）では、「英語の学

力」という構成概念にもっとも大きな影響を及ぼす要因が「自己有能因子」（英語能力）と「異

文化・英語志向因子」（情意要因）であることから判断して、本調査研究では「理解・表現有

能因子」（能力要因）と「外国・英語好意性因子」（情意要因）を英語学習の中核に位置づけた

小学校英語学習モデルＡ（図１）を仮定し、仮説モデルの妥当性を検証した。
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5.1　小学校５年生・６年生における仮説英語学習モデルＡ

　第一次調査における５年生と６年生の因子分析では、因子負荷量は異なるものの、同一項目

群により構成された因子が同一順序で抽出されているため、５年生と６年生に対しては同一の

英語学習モデルを適用することとした。

　設定した英語学習モデルでは、英語や異文化に対する好意性を意味する「情意要因」と、コ

ミュニケーションにおける情報のやりとりを行うための「スキル要因」、コミュニケーション

に関わる積極的な態度の指標となる「態度要因」、さらに、コミュニケーション内容を理解す

るための「認知学習要因」との間に共変動関係を仮定した。また、コミュニケーションに関わ

る「スキル要因」と「態度要因」との間だけではなく、コミュニケーション内容を理解しよう

とする「認知学習要因」についてもそれぞれコミュニケーションを介在とする共変動関係を位

置づけた。

　次に、実質的なコミュニケーション経験を通じて得ることができる自己有能感や自己効力感

をモデル内に組み込むため、「スキル要因」と「態度要因」と「英語能力」との間に因果関係

を仮定した。さらに、コミュニケーション内容を理解することにより生じる自己有能感の関係

を示すため、「認知学習要因」と「英語能力」との間にも因果関係を仮定した。

　これらの関係を表すパス図を、図１に示す。

（図１：小学校英語学習モデルＡ）

　この仮説英語学習モデルの特徴は、英語や外国に対する好意性（情意要因）が、従属変数と

して設定した「英語能力」に対する直接効果を有するのではなく、コミュニケーションに関わ

るスキル、態度や認知理解という他の要因を介在して間接的に「英語能力」に効果を及ぼす独

立変数であると位置づけていることである。

5.2　小学校５年生・６年生における英語学習モデルＡの検証

　設定した小学校英語学習モデルＡを検証するために、共分散構造分析による各要因（観測変
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数）の標準化係数とモデル適合度指標を算出した。その結果、図２－１に示したとおり１％水

準ですべて有意である標準化推定値が得られた。特徴的なことは、理解明確化と理解表現有能

因子との因果関係の強さを表す偏回帰係数が、他の要因と比較して10分の１程度と小さくなっ

ていることである。それにも関わらず有意差が算出されたことは、第一次調査のサンプル数が

7,000件という大規模な調査であったことが原因であると考える。

　一方、仮説モデルＡの適合度指標は、５年生においては、CFI= .973, NFI= .973と.9以上の

適合度を示してはいるものの、RFI= .591, TLI= .591が低い値を示しており、設定した英語学

習モデルは説明力のあるパス図ではないと判断した。また、適合度を示す代表的な指標である

RMSEＡは、.199で .1以上の値を示しており、データとの当てはまりが良くないモデルである

ことが判明した。

（図2－1：第一次調査小学校５年生英語学習モデルＡの標準化推定値によるパス図）

（図2－2：第一次調査小学校６年生英語学習モデルＡの標準化推定値によるパス図）

5.2　小学校５年生・６年生の仮説英語学習モデルＡの修正

　小学校５、６年生用英語学習モデルＡの適合度が満足できるものでなかったため、英語能力

と他の要因との因果関係をより詳細に検討するため、英語能力（理解表現有能因子）を従属変
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数、他の４要因を説明変数とし、強制投入法による重回帰分析を行った。

　重回帰分析により算出された標準偏回帰係数（β）と重相関係数（R）を基準に、各説明変

数の影響の大きさと向き、また、説明変数全体による影響の大きさを検証した（表2－1、2－2）。

その結果、認知学習要因の「理解明確化因子」と英語能力の要因である「理解表現有能因子」

との因果関係が他の要因と比べて小さくなっていることが確認できた。特に、小学校６年生の

分析においては、標準偏回帰係数における有意差が確認できなかった。

　なお、本分析で得た重回帰式の判定結果は全て１％の有意水準を示しており、誤差が少ない

分析であると評価することができた。一方、重相関係数（R）の値は、.04で、求められた回帰

方程式の精度はやや劣る可能性があることが示唆されている。

5.3　修正した小学校英語学習モデルＢの検証

　重回帰分析の結果を受け、英語学習モデルＡにおける認知学習要因を、従属変数である英語

能力に対する直接効果を有する関係から、英語能力に対して大きな標準偏回帰係数を示したス

キル要因（「コミュニケーション志向因子」）と態度要因（「インターアクション形成因子」）を

介在して英語能力に間接的な影響・効果を与える要因として位置づけた小学校英語学習モデル

Ｂ（図３：以下、モデルＢ）を作成した。
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（図３：第一次調査小学校５年生英語学習モデルＢ）

　第一次調査の小学校５年生と６年生のデータを、修正した小学校英語学習モデルＢに基づ

き、共分散構造分析にかけ、各要因（観測変数）の標準化係数とモデル適合度指標を算出した

結果、図4－1（小学校５年生）、4－2（小学校６年生）に示すとおり、全ての観測変数におい

て１％水準で有意な標準化推定値が得られた。

（図4－1：第一次調査小学校５年生英語学習モデルＢの標準化推定値によるパス図）

　これにより、英語学習モデルＢでは、理解明確化が外国英語好意性、インターアクション形

成や、コミュニケーション志向要因に及ぼす共変動の強さを表す標準化推定値（偏回帰係数）

が .3以上で１％水準の有意差を示す結果となった。
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（図4－2：第一次調査小学校６年生英語学習モデルＢの標準化推定値によるパス図）

　さらに、仮説モデルＢの適合度指標は、５年生においては、CFI= .999, NFI= .999、RFI= 

.989, TLI= .990と高い値を示し、モデルＢは高い説明力があるパス図であると判断することが

できた。また、RMSEＡは、.031で .05以下の値を示しており、観測データとの当てはまりが良

好なモデルであると評価することができた。

　 同 様 に、 ６ 年 生 の パ ス 図 に お い て は、CFI=1.000, NFI=1.000、RFI= .999, TLI= .999、

RMSEＡ= .011と全てにおいて高い値が示され、高レベルでのモデルの適合性を検証すること

ができた。

　以上の分析結果と考察から、小学校英語学習モデルとしてモデルＢを採用することが妥当で

あると判断した。

5.4　中学校１年生における仮説英語学習モデルＡ

　第一次調査による因子分析の結果、英語能力要因（「英語理解表現自己有能因子」）、コミュ

ニケーションスキル・認知要因（「コミュニケーション志向因子」）、コミュニケーションに関

わる態度要因（「インタラクション形成因子」）と、外国・異文化と英語に関する情意要因（「異

文化志向因子」、「英語好意性因子」）をそれぞれ抽出することができた。そこで、これらの要

因を用い仮定した中学校１年生英語学習モデルＡを図５に示す。中学校１年生英語学習モデル

Ａでは、英語能力要因と他の要因との因果関係モデルを想定した。また、英語能力要因を除く

他の４要因間には共変動の関係を仮定した。

5.5　中学校１年生英語学習モデルＡの検証

　設定した中学校１年生英語学習モデルＡを検証するために、共分散構造分析による各要因

（観測変数）の標準化係数とモデル適合度指標を算出した。図６に示したとおり、１％水準で
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すべて有意である標準化推定値が得られた。

（図５：第一次調査中学校１年生英語学習モデルＡ）

　また、モデルＡの適合度指標は、CFI= 1.000, NFI=1.000と高い説明力を示してはいるものの、

データの適合度を示す代表的な指標であるRMSEＡは、.320で .1以上の値を示しており、デー

タの適合度が悪いモデルであると判断した。

 

（図６：第一次調査中学校１年生英語学習モデルＡの標準化推定値によるパス図）

5.6　第一次調査における中学校１年生英語学習モデルＡの修正

　設定した中学校１年生英語学習モデルＡの適合度が満足できるものでなかったため、英語能

力と他の要因との因果関係をより詳細に検討するため、英語能力（「英語理解表現自己有能因

子」）を従属変数、他の４因子を説明変数とし、強制投入法による重回帰分析を行った。結果

を表３に示す。本分析で得た重回帰式の判定結果は１％の有意水準を示しており、誤差が少な

い分析であると評価することができる。また、重相関係数（R）の値は、.04で、求められた回

帰方程式の精度はやや劣る可能性があることが示唆されている。
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　重回帰分析により算出された標準偏回帰係数（β）と重相関係数（R）を基準に、各説明変

数の影響の大きさと向き、また、説明変数全体による影響の大きさを検証しつつ、探索的にモ

デル構築を試みた。特に、標準偏回帰係数と相関係数が小さくなっている「外国・異文化志向

因子」と「インターアクション形成因子」の組み替えを試みた。その結果、態度要因である「イ

ンターアクション形成因子」を観測される内生変数とした。すなわち、「インターアクション

形成因子」を、モデルの中に組み込まれている他の観測変数（要因）の影響を受けて変動する

観測変数として位置づけることにより、「インターアクション形成因子」と「外国異文化志向

因子」及び「英語理解表現有能因子」との因果関係を組み込むことが可能なモデル（図７）を

導き出した。

（図７：第一次調査中学校１年生英語学習モデルＢ）

5.7　修正した中学校１年生英語学習モデルＢの検証

　第一次調査での中学校１年生の因子分析の結果から、各因子に関わる下位尺度得点を算出

し、修正した中学校１年生英語学習モデルＢに当てはめ、共分散構造分析を行い、各要因（観

測変数）の標準化係数とモデル適合度指標を算出した（図８）。その結果、全ての観測変数に

おいて１％水準で有意な標準化推定値が得られた。
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　さらに、中学校１年生英語学習モデルＢの適合度指標は、CFI= 1.000, NFI= 1.000、RFI= 

.994, TLI= .995と高い値を示し、英語学習モデルＢは高い説明力があるパス図であることが確

認できた。また、RMSEＡは、.022で .05以下の値を示しており、観測データとの当てはまりが

良好なモデルであると評価することができた。

　以上、中学校１年生の英語学習モデルに関する考察結果から、モデルＢを採用することが妥

当であると判断した。

（図８：第一次調査中学校１年生英語学習モデルＢの標準化推定値によるパス図）

６．第二次調査について

6.1　第二次調査の概要

　第二次調査では、プロジェクトにより指定された大阪府内の33市町村の50の中学校区を対象

に、小学校５年生7,072名、６年生7,118名、及び、中学校１年生6,708名、合計20,898名を対象

に（表４）、第一次調査と同一の質問紙を用いた英語学習実態調査及び英語学習に関わる意識

調査を、2012年１月16日（月）から２月16日（木）にかけて実施しデータを収集した。なお、

質問紙調査の実施要領は、第一次調査と同様とした。

6.2　分析の手順と方法

　第二次調査の分析は、第一次調査で実施した多変量解析の結果と、第二次調査のデータに基

づく分析結果との比較分析を行うことにより、小学校英語に関わる英語学習因子の構造の変容

を探るとともに、大阪府内の小学校５、６年生及び中学校１年生で設定した英語学習モデルの

一般化を図ることを目的として実施する。

　そのために、第二次調査のデータを用いて、各学年における英語学習に関わる学習者要因を
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特定するための探索的因子分析と、それ

らの因子構造を解明するための重回帰分

析を行う。さらに、これら多変量解析の

結果に基づき、第一次調査で行った英語

学習に関わるモデリングの妥当性を検証

するとともに、英語学習モデルの一般化

を試みるために、共分散構造分析による

パス解析を行う。

6.3　因子分析の結果

　各学年で探索的因子分析を行うに際

し、小学校５、６年生、及び、中学１年

生の調査データにおいては分析の対象と

なる22項目の平均値と標準偏差から、そ

れぞれ天井効果（ceiling effect）とフロ

ア効果（floor effect）の有無を検証した。

その結果、小学校５、６年生で４項目

（項目６、７、９、17）、中学校１年生で

４項目（項目７、９、17、18）該当する

ことが判明した。そこでこれらの項目を

以降の分析から除外し、学年毎に因子分析を実施した。

　小学校５、６年生の因子分析においては、分析の対象となる18項目に対し「重みなし最小二

乗法」による因子抽出を行い、「Kaiser の正規化を伴うPromax法」による回転を用い、因子

の収束を図った。

　その結果、因子負荷量 .400を基準として解釈可能な因子解をそれぞれ５つ抽出することがで

きた。なお、小学校６年生の因子分析においては、第Ⅳ因子を構成する質問項目15の因子負荷

量が .39、また、第Ⅴ因子を構成する質問項目24の因子負荷量が .33と基準値を下回っていたが、

因子解釈を行う上での一貫性を備えた項目であると判断し、当該項目を含め因子解釈を行っ

た。その結果、各学年における因子の出現順位と因子負荷量は異なるものの、各因子を構成す

る質問項目は第一次調査で実施した因子分析結果と同一であることから、第一次調査で解釈し

た因子解および因子名を使用することとした。この時の累積因子寄与率はそれぞれ61.66％（５

年生）、63.69％（６年生）であった。

　また、各因子を構成する項目間の内的整合性をCronbachのα係数を算出し検定した結果、
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小学校５年生においては .80から .63の値を、小学校６年生においては、.83から .65の値を示し

ており、十分な信頼性を有しているものと判断した。（５年生：表5－1、5－2、６年生：表6－1、

6－2）

　中学校１年生の因子分析では、分析の対象となる18項目に対し「重みなし最小二乗法」によ

る因子抽出を行い、「Kaiser の正規化を伴うPromax法」による回転を用い、因子の収束を図っ

た。
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　その結果、因子負荷量 .400を基準として解釈可能な因子解を５つ特定することができた。な

お、第Ⅳ因子を構成する質問項目４の因子負荷量が .38と基準値を下回っていたが、因子解釈

を行う上での一貫性を備えた項目であると判断し、当該項目を含め因子解釈を行った。その結

果、因子負荷量は異なるものの、各因子を構成する質問項目と因子出現順位は第一次調査で実

施した因子分析結果と同一であることから、第一次調査で解釈した因子解および因子名を使用

することとした。この時の累積因子寄与率は63.17％であった。

　また、各因子を構成する項目間の内的整合性をCronbachのα係数を算出し検定した結果、.83

から .59の値を示しており、因子解釈を行う上で、十分な信頼性を有しているものと判断した。

（表7－1、7－2）

6.4　重回帰分析の結果

　第二次調査の因子分析により抽出することができた各因子間の構造を検証するために、英語

能力との因果関係が強い「理解・表現有能因子」を従属変数に、他の４因子を説明変数とし、

強制投入法による重回帰分析を実施した。その結果を表8－1（小学校５年生）、表8－2（小学

校６年生）、表8－3（中学校１年生）に示す。

　分析の結果は、第一次調査における重回帰分析の結果と合致しており、小学校５年生、６

年生においては、「理解明確化因子」の標準偏回帰係数と相関係数が他と比較して小さくなっ

ていることが確認できた。また、中学校１年生の分析結果においては、「外国異文化志向因子」
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と「インターアクション形成因子」の標準偏回帰係数と相関係数が小さいことが判明した。

6.5　共分散構造分析の結果

　重回帰分析の結果から、第二次調査における英語学習モデルとして、第一次調査で設定した

小学校英語学習モデルＢと中学校１年生英語学習モデルＢを適当と認め、第二次調査のデータ

によるモデリング（当てはめ）を行い、仮説モデルの妥当性及び適合度を検証し、モデルの一

般化についての示唆を得る。

　小学校英語学習モデルＢを第二次調査での小学校５年生と６年生に適用し、各要因（観測変

数）の標準化係数とモデル適合度指標を算出した結果を図9－1（５年生）と図9－2（６年生）

に示す。全ての観測変数において１％水準で有意な標準化推定値が得られた。

　また、小学校英語学習モデルＢの適合度指標は、５年生のパス図においては、CFI=1.000, 

NFI=1.000、RFI= .999, TLI= .999、RMSEＡ= .011、６年生のパス図においては、CFI=1.000, 

NFI=1.000、RFI= .999, TLI= .999、RMSEＡ= .011と全てにおいて高い値が示され、高レベル
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でのモデルの適合性を検証することができた。

　以上の分析結果から、小学校英語学習モデルとして本調査研究で仮定したモデルＢの汎用性

は、一定のレベルに達していると判断することができる。

（図9－1：第二次調査小学校５年生英語学習モデルＢの標準化推定値によるパス図）

 

（図9－2：第二次調査小学校６年生英語学習モデルＢの標準化推定値によるパス図）

　次に、中学校１年生英語学習モデルＢに、第二次調査で得た中学校１年生のデータを当ては

め、共分散構造分析による仮説モデルの妥当性と適合度を検証した。その結果を図10に示す。

第二次調査の分析においても、第一次調査の分析結果同様、全ての観測変数において１％水準

で有意な標準化推定値が得られた。

　また、第二次調査における中学校１年生英語学習モデルＢの適合度指標は、CFI= 1.000, 

NFI= 1.000、RFI= .994, TLI= .995と高い値を示し、英語学習モデルＢは高い説明力を有する

パス図であることが確認できた。また、RMSEＡは.022で、観測データとの当てはまりが良好

なモデルであると評価した。
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　以上の分析結果から、中学校１年生英語学習モデルとして本調査研究で設定した仮説モデル

Ｂは、他の調査対象集団に対しても一定レベルの汎用性を有しているものと判断した。

（図10：第二次調査中学校１年生英語学習モデルＢの標準化推定値によるパス図）

７．考察

　英語学習モデルの検証を行うために、因子分析の結果をベースに算出した下位尺度得点を用

い、共分散構造分析を行った。その結果、１％水準で、全て有意である標準化推定値が得られ

た。また設定した仮説修正モデルＢの適合度指標も全てにおいて十分な値を示した。

　本考察においては、この仮説モデルを用い、小学校英語と中学校１年生の英語学習に関わる

特徴や傾向を記述する。これにより、大阪府下で実践されている小学校英語の特色や課題を浮

かび上がらせるとともに、小中一貫英語教育の推進に関わる提言を行うための基礎データや根

拠を得る。

7.1　小学校英語学習モデルについて

　小学校英語学習モデルでは、観測変数の双方に共変動を仮定した項目間の相関係数が高く

なっている。特に、スキル要因である「コミュニケーション志向因子」と共変動の関係にある

各項目の相関係数は .61から .41までの値を示し、他の項目間における相関関係や因果関係と比

べ、プラスの高い値となっている。中でも、「コミュニケーション志向因子」と「外国英語好

意性因子」との相関係数が＋.61であることから、双方の因子が相乗効果を生み出すような教

授・学習方略を導入することにより、英語能力と関わりを表す「理解表現有能因子」が、両因

子からより強いプラス方向への影響を受けることが期待される。
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　小学校英語学習モデルでは、当初の想定に反し、認知理解要因である「理解明確化因子」と

「理解表現有能因子」との直接効果が現れず、他の要因を介在して「理解表現有能因子」に影

響を及ぼす間接効果としてのみ確認することができた。これは、現在の大阪府下で実施されて

いる小学校英語の課題が端的に表出したものであると考える。すなわち、文字認識や言語理解

等の認知理解学習よりも、「音声に慣れ親しむ」といった習慣形成的な学習活動が中心に展開

されているということである。言語の形式操作を行うことが十分可能な年齢に達している小学

校５、６年生の英語学習活動において、認知理解学習をしっかりと位置づけ、「理解表現有能

因子」と連動させることの必要性が示唆されているものと考える。

　さらに特徴的なこととして、英語学習モデルにおいて「理解表現有能因子」との因果関係を

仮定した各項目の影響力は、標準偏回帰係数から判断して、それほど大きくなっていないと判

断される。今後は、実践的、かつ、体験的なコミュニケーション活動を授業内に位置づけ、児

童生徒が実際に英語を使用しタスクを達成するなどの直接的な英語使用に関わる経験値や成功

体験を積み上げることにより、「理解表現有能因子」へ強い影響を及ぼすことができるよう小

学校英語の学習内容や学習展開を創意工夫する必要があるということが示唆されていると考え

る。

7.2　中学校１年生英語学習モデルについて

　情意要因である「英語好意性因子」と「コミュニケーション志向因子」を中心とした共変動

関係を仮定した項目間の相関係数は高くなっている。一方、英語能力と関係の深い「理解表現

有能因子」との因果関係にある各項目間の標準偏回帰係数はやや低いものとなっている。また、

特徴的なものとして、態度要因である「インターアクション形成因子」と「理解表現有能因子」

は、それぞれの標準偏回帰係数の符号と大きさから判断して、自己有能感の高い生徒はコミュ

ニケーションに対し積極的な態度や好意的な態度をとるのに対し、インターアクションを形成

したことが必ずしも自己有能感を高めるまでには至っておらず、マイナス方向に弱い影響を及

ぼしていることが判明した。これは、生徒がインターアクションを起こしたにもかかわらず、

英語使用による成功体験が十分に達成されていなかったことを示唆しているものと推察される。

日本の中・高校生が韓国や中国の中・高校生と比較しても、英語使用に関する経験値や自信の

度合いが有意に低くなっていること（Kwon 2005）を裏付ける結果となっている。この「イン

ターアクション形成因子」が「理解表現有能因子」に対し、プラスの方向へ強い影響を与える

ことができるような教授・学習方略を考案することが急務であると考える。このことは、学習

指導要領の改訂により、中学校英語において新設された「活用の時間」の在り方を検討する上

においても、重要な示唆を与えてくれるものと考える。
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８．今後の課題

　本調査研究では、共分散構造分析（パス解析）により、小学校５、６年生における小学校英

語学習モデルと中学校１年生における中学校１年生英語学習モデルを提示し、それぞれの英語

学習モデルから解釈することができる教育課題について議論した。今後は、本調査研究により

構築した仮説モデルの精度を高めると共に、より広範囲な集団にも適合させることができる汎

用的なモデルを構築することが期待される。それにより、これら仮説モデルが個別の英語学習

実態や授業実態を的確に反映し、英語教育に関わる授業・学習の改善等についての具体的な提

案を行うための指標モデルとしての機能を持たせることが可能になると考える。
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